
9 款 1 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

28,422 28,422 28,422 28,422 28,422 142,110

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

各種訓練等への出動 人 8324 11536 4419 11121
消防ポンプ車等の管理 台 88 88 88 88
火災出動人数 人 279 269 151 269

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 16,144 30,030 11,062 1,608

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 874 1,608 804 1,608
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.11 0.20 0.10 0.20
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,608
合計 0 30,030 11,062 1,608

事業費
直接事業費 15,269 28,422 10,258 0
人件費 875 1,608 804

改善策の
具体的

取り組み

消防団員人件費支給事務は、地方公共団体の特別職地方公務員の給与として年度を二回に分けて支出し、
一方、手当は、職務や勤務条件の特殊性を考慮して支給するものであり、同一事務としての取扱いは、妥当
性を欠く。従って、予算の編成も別物として扱う。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

火災出動等への緊急対応、また技能維持及び士気団結を保つ各種訓練、市民への防火啓発を図る消防団員
に対し、出動手当を支給する。

事業の内容

火災、行方不明者捜索、各種訓練（消防合同訓練、林野火災防御訓練、文化財防災訓練、夏季・秋季訓練
等）、火災予防運動行事（防火パレード、防火訪問等）、消防水利調査、出初式等への出動手当を支給。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 伊予市消防団

根拠法令等
伊予市消防団の設置等に関する条例

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 危機管理課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

982-0119
記入者情報 所属長： 泉 仁 担当責任者： 楠本 員三

事務事業名 消防団員手当支給事務



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

消防団の必要性が高まっている中、消防団員手当が見直され処遇改善も図られたことから団員の確保な
ど体制の充実に取り組む必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 5

効率性
手段の最適性 4

Aコスト効率

課題認識

「消防団を中核として地域防災力の充実強化に関する法律」が施行され、自主防災会や婦人防火クラブ、
また、地区住民の中心として地域防災の要であり、消防団に対する必要性は高まっていると認識してい
る。また、少子高齢化による消防団員減少など消防団を取り巻く環境は日増しに厳しくなっている状況に
おいて、改正条例が施行され報酬が愛媛県内において中程度となったことは、本市の消防団を取り巻く状
況が改善され、消防団員確保等の勧誘に一定の効力があると認識する。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

5
受益者負担の適正 5

施策への貢献度 5

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 5

Aコスト効率 5
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 5

A成果向上の可能性 4

目　　標 20929 28762 28762 0
実　　績 15269 25587 0 0

成果指標

成果指標
改正報酬額支給

指標設定の
考え方

消防団員の処遇改善を図り、消防団の充実に資するため条例改正され施行された。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


